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本調査は、救急活動時の救急隊の活動向上に向けた検討委員会が 2023年に実施した第 1回全国調査から約

2年後の 2025年に継続調査が行われたもので、救急隊員が抱える身体的・心理的負担の現状がどの程度改善され

たかを検証するとともに、救急需要増加や働き方改革など社会環境の変化に伴う新たな課題を抽出し、今後の政策提
言につなげることを目的とした。 

調査方法は前回と同様、全国消防長会の協力のもと消防本部と救急隊員個人を対象としたWEB アンケート形式で

実施された。全国消防本部 724か所中 584本部から回答（回答率 80.6％）、救急隊員計 15,811名から回

答を得た。消防本部調査では、職員構成、負担軽減策、救急需要対策、復帰支援プログラム、資器材導入希望など

を把握した。一方、救急隊員調査では、勤務形態、身体的・心理的負担、勤務体制、再任用、日勤救急隊への希

望、資器材ニーズなどを詳細に収集した。 

 

1. 消防本部へのアンケートの主要な結果 

回答を得た 584消防本部(全体の 80.6％)の職員構成は、救急隊員の所属数が 200名以上が 175本部で最
多であった。女性消防吏員が（１～５人）所属する消防本部が 323本部（55.1％）と最も多く、女性救急隊員

（所属人数 1～10人）が最多で 428消防本部であった。しかし前回の調査と比較すると女性消防吏員が 0人の

消防本部数は減少しており、着実に女性消防吏員の採用拡大が進んでいることがうかがえる。退職後の再任用救急

隊員を雇用し運用しているのはわずか 100本部にとどまった。 

負担軽減策としては、「編成人数の拡大」「ジョブローテーション」「日勤救急隊の導入」「活動上限の設定」「休憩・睡

眠時間の確保」などが一定程度導入されていたが、「特に行っていない」と回答した本部も 30％近く存在し、これは地

域差が大きいことが示された。 

救急需要増加への対応では、75％以上の消防本部で市民に対する適切な救急要請を呼びかける「救急相談ダイ
ヤル（#7119等）」「コールトリアージ」「転院搬送ガイドライン」「医療機関・介護施設への説明会」「市民啓発」など

が広く導入されていた。一方、頻回要請者対応や不搬送基準の策定など高度な施策は地域差が大きかった。 

復帰支援プログラムについては、「対象者全員導入」「希望者のみ導入」「検討中」「導入予定なし」と回答が分かれ、

全国的な統一は十分に進んでいない。資器材導入希望では、自動式心マッサージ機や電動ストレッチャーなど身体的

負担軽減に直結する資器材が求められていた。令和 5年の調査時と比較すると、身体的負担軽減に向けた資器材

導入の対策は着実に拡大していた。 

2. 救急隊員個人へのアンケートの主要な結果 

回答を得た 15811名の救急隊員の年齢構成は男性 90％で 20～50代を中心に幅広く、在任期間は「5～10

年」「10～19年」の中堅層が最も多かった。勤務形態は隔日勤務が主流で、日勤救急隊は少数であった。兼任救急



隊員が約 62％を占め、都市部で多い専任隊員も全体の 32％存在した。 

救急隊員への身体的負担は、全体の約 75％が「負担を感じる」と回答し、痛みの部位は腰部が 52％と最も多く、

肩・背部が 25％と続いた。仮眠時間は 3時間以上が 65％で最も多く、「2時間以上 3時間未満」が 27％、2時

間未満が 8％と断続的な睡眠しか確保できていない隊員が多数を占めた。活動別では、重症傷病者対応で 54.5％
が身体的負担が高く、頻回要請者対応でも高い負担あることがが判明した。 

心理的負担では、医療機関との調整・コミュニケーションにおけるストレスに「中程度～強い負担」を感じる隊員が約

64％に達していた。特に「応需決定までの時間」「病院側からの条件提示」「搬送後のクレーム対応」が救急隊への大き

な負担となっていた。傷病者の重症度別では、重症患者対応で心理的負担が最も高く、軽症患者対応では低い傾向

が見られた。 

すでに再任用されている救急隊員では 58％が継続を希望していた。また現役の救急隊員の再任用への志望調査では

「再任用を望まない」が 44％を占めており、次いで「日勤であれば従事したい」が 23.2％であった。高齢となった救急隊

員は夜勤のない勤務形態の柔軟な変化を望んでおり、今後の人材育成に重要な要素であることが示された。令和 5
年の調査と比較すると再任用救急隊員を採用している消防本部も増加しており、経験豊富な人材の活用に向けた動

きが広がりつつある。資器材導入希望では、自動式心マッサージ機と電動ストレッチャーなど現場の身体的負担軽減へ

のニーズが明確に示されそれに対する資器材導入の対策は着実に拡大していた。 

3. 考察と今後の課題 

本調査により、救急隊員の活動による身体的・心理的負担は依然として大きく、特に重症患者対応や頻回要請者対

応、そして医療機関との入院調整などが負担要因であることが再確認された。2023年調査と比較すると一部改善傾

向は見られるものの、負担構造は大きく変わっていない。今後の重点課題として以下の 5点を本委員会では抽出した。 
 

1. 全国的な標準施策の整備による負担軽減 柔軟な勤務体制や食事・休憩・睡眠時間の確保、活動上限設

定などの施策を全国で均質化する必要がある。 

2. 医療機関との連携強化 医療機関への連絡に際し、Dx化に加え、十分な相互コミュニケーションの確立、応

需決定までの時間短縮、情報伝達の標準化、条件調整の簡素などの双方の負担軽減化が急務である。 

3. 資器材の計画的整備と財政支援の確保 自動式心マッサージ機や電動ストレッチャーなどに代表される、身体

的負担軽減に直結する機器の全国への計画的導入と財政支援の確保が必要である。 

4. 市民啓発の強化と頻回要請者対応の抜本的見直し 市民の適正な救急要請行動の定着に向け、市民啓
発を進めるとともに救急相談ダイヤルやコールトリアージの普及、重症度・緊急度なでの判断の市民教育の普

及ととくにワークエンゲージメントの維持が重要であった。 

5. 勤務制度の柔軟化と人材確保・定着策の充実推進 日勤救急隊の導入拡大や再認証やフレックスタイムな

ど柔軟な勤務形態が求められていること、全国消防本部において救急隊員の健康保持と再任用を希望する

救急隊員を中心に人材確保に直結する取り組みを考えて行くべきである。 

 



4. 結語 

本調査は、救急隊員の負担軽減と救急活動の質向上に向けた重要な基盤資料であり、消防本部・行政・学会が協

働して改善策を進めていく必要性を示すことができた。特に今後の救急隊の勤務形態の柔軟化、資器材整備、医療

機関連携の改善は喫緊の課題であり、救急医療体制の持続可能性を高めるための施策として重要である。 
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